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環   境   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   環 境 局 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、環境局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか  

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

分担金及負担金           33,801           33,449  △           351       99.0 

使用料及手数料        3,248,433        2,310,116  △       938,316       71.1 

国 庫 支 出 金        1,983,287        1,720,488  △       262,798       86.7 

財 産 収 入           86,849           82,203  △         4,645       94.7 

諸  収  入        6,120,235        5,718,595  △       401,639       93.4 

計       11,472,605        9,864,854  △     1,607,750       86.0 
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歳入は、第６款分担金及負担金ほか４款であり、予算現額１１４億７，２６０万余円、収入

済額９８億６，４８５万余円、比較減額１６億７７５万余円、収入率８６．０％である。 

歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、廃棄物処理手数料等の環境手数料    ２２億９，２８０万余円 

   ・諸収入のうち、一般廃棄物埋立処分に対する受託事業費等の環境費受託事業収入 

                                  ３１億５，３０４万余円 

   である。 

また、第７款使用料及手数料（項：手数料）において、不納欠損額（４１５万余円）及び収

入未済額（２，８５５万余円）が、第１２款諸収入（項：延滞金及加算金、項：雑入）におい

て、不納欠損額（２，３８３万余円）及び収入未済額（２，６１９万余円）が、同諸収入（項：

貸付金元利収入）において、収入未済額（２億７１７万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

環  境  費    27,735,035    22,522,371       265,398   4,947,265     81.2 

 

歳出は、第６款環境費の１款で３項１１目に区分し執行しており、予算現額２７７億３，５

０３万余円、支出済額２２５億２，２３７万余円、翌年度繰越額２億６，５３９万余円、不用

額４９億４，７２６万余円、執行率８１．２％である。 

    主な執行内容は、 

   ・環境保全施策の総合調整、環境確保条例等に関する事務等に要したもの 

        （項）環境管理費   （目）企画調整費        ７億１，７８０万余円 

   ・環境保全活動への支援、大気環境対策及び騒音振動対策等に要したもの 

        （項）環境保全費   （目）環境改善費       １１億８，２１２万余円 

   ・ディーゼル車規制の推進、ディーゼル車対策の支援策等に要したもの 

        （項）環境保全費   （目）自動車公害対策費    １５億６，１１１万余円 

   ・水環境対策、緑地保全策の推進、自然公園の管理等に要したもの 

        （項）環境保全費   （目）自然環境費       ４７億７，５９０万余円 

   ・廃棄物の規制・指導、廃棄物の埋立処分等に要したもの 

        （項）廃棄物費    （目）廃棄物対策費      ６４億７，００２万余円 

   である。 

翌年度繰越額は、事故繰越２億６，５３９万余円で、内容は産業廃棄物処理施設整備事業に

係る補助金である。 
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 ２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   山    林 

上記の立木 

推定蓄積量 

   動    産 

 

 

   物    権 

 

 

 

   無体財産権 

 

 

   有 価 証 券 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

   11,904,835.49 ｍ２ 

 

     85,956.54 ｍ２ 

 

2,797,719.45 ｍ２ 

 

32,941.00 ｍ３ 

 

船 舶     １隻 

( 41.71 総トン)

浮ドック       １個 

地上権 

 5,162,559.04 ｍ２ 

 

鉱業権 

14,067,200.00 ｍ２

 

特許権       １１ 件 

著作権         １ 件 

その他準ずる権利（特許権）       ４ 件 

株券  187,500,000 円 

     606,000,000 円 

          ８６１ 点 

    3,012,423,516 円 

 

   10,569,510.42 ｍ２ 

  

       89,646.62 ｍ２ 

  

   2,797,719.45 ｍ２ 

  

 

32,941.00 ｍ３ 

  

船 舶      ３隻 

(140.41 総トン) 

浮ドック       １個 

地上権 

  5,162,523.00 ｍ２ 

  

鉱業権 

 14,067,200.00 ｍ２ 

 

特許権       １２ 件 

著作権         １ 件 

その他準ずる権利（特許権）       ６ 件 

株券  187,500,000 円 

 606,000,000 円 

          ９０５ 点 

   3,924,273,162 円 

  1,335,325.07 ｍ２ 

 

△    3,690.08 ｍ２ 

 

          0 ｍ２ 

 

           0 ｍ３ 

 

△      ２隻 

（△98.7 総トン）

            ０個 

  

      36.04 ｍ２ 

 

 

           0 ｍ２ 

 

△          １ 件 

      ０ 件 

△          ２ 件 

            0 円 

            0 円 

△        ４４ 点 

△ 911,849,646 円 

  

環境局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、旧豊島清掃事務所敷地（３，８１０．８１㎡）が財務局への引継ぎ等により

減少したものの、小笠原国立公園敷地（８７万４，４２２．９６ｍ２ 

 ）、横沢入里山保全地域

（４１万３，５２３．９４ｍ２ 

 ）が土地贈与により増加したことによるもの 

・建物の減少は、ダイオキシン抽出処理用一時仮置施設（１，５８４ｍ２ 

 ）の港湾局への所管 

換、旧豊島清掃事務所建物（８４０．６５㎡）を財務局へ引継ぎしたことなどによるもの 

・動産（船舶）の減少は、建設局へ所管換したことによるもの 

・物権（地上権）の増加は、八丈植物園の誤びゅう訂正をしたことによるもの 

・無体財産権（特許権）の減少は、権利が消滅したことによるもの 

・無体財産権（その他これらに準ずる権利（特許権））の減少は、権利が消滅したことによるも

の 
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・物品の減少は、浮遊粒子状物質自動測定記録計等の購入により３６点増加したものの、河川 

水質汚濁監視装置の廃棄等により３３点、冷凍庫等の建設局への所属換により２０点減少し 

たことによるもの 

・債権の減少は、保存樹林地等公有化資金貸付金（８億７２０万余円）及び公害防止資金貸付

金（１億６６２万余円）を返還したことによるもの 

   である。 

 

   イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納（収入未済）額 

 公害防止資金貸付金         １，５９２，０４５      ２０３，０５９ 

 保存樹林地等公有化資金貸付金          １，３８５，８８５                  ０ 

 公共事業の施行に伴う移転資金貸付金                ２６，７１１                  ０ 

 浄化槽点検業務委託に伴う事業資金貸付金                  ４，０００          ４，０００ 

合   計         ３，００８，６４３     ２０７，０５９ 

 


